
                         主　　　　　　　文
                  被告人は無罪。
                          理  　　        由
第１　本件公訴事実
  　本件公訴事実は，「被告人は，山口県宇部市ｆｇ番地のｈに本店を置き，不動
産の取引，斡旋等を営む有限会社Ａの取締役として勤務し，同社の業務全般を掌理
するものであるが，平成１３年３月２７日，上記有限会社Ａ本店事務所内におい
て，Ｂから中古アパートの購入資金として現金２０００万円を預かり，これを同女
のために，同市ｉｊ丁目ｋ番ｌ号所在の株式会社Ｃ銀行Ｄ支店貸金庫内に業務上預
かり保管中，そのころから同１４年３月７日ころまでの間にわたり，上記Ｃ銀行Ｄ
支店等において，自己の用途に費消する目的でほしいままにこれを着服して横領し
たものである。」というのである。
第２　争点
  　本件公訴事実のうち，被告人が，①上記有限会社Ａの取締役として勤務し，同
社の業務全般を掌理していたこと，②平成１３年３月２７日，Ａの本店事務所内に
おいて，現金２０００万円を受け取ったこと，③その後，上記現金を費消したこ
と，以上の事実は，関係証拠から明らかである。
  　本件における主たる争点は，上記現金は，被告人がＢから中古アパートの購入
資金として預かったものか否かである。
第３　当裁判所の判断
    　以下において個別の証拠を摘示するときは，検察官請求の甲号証及び乙号証
は「甲１」，「乙１」などと記載し，弁護人請求の証拠は「弁１」などと記載す
る。
  １　まず，前提となる事実として，被告人とＢとの関係，Ａの営業状況などをみ
ると，関係証拠によれば，①被告人は，平成７年ころ，Ｅと知り合い，平成８年こ
ろから，宇部市内にあるＥの自宅で同女と同棲していたこと，②Ｂは，Ｅの姉であ
り，Ｅの紹介によって被告人と知り合ったこと，③被告人は，平成１２年５月，有
限会社Ｆの取締役に就任して，その経営を引き継ぎ，同年６月には，商号を有限会
社Ａに変更して，不動産取引業等を行っていたこと，④平成１３年３月当時，Ａの
従業員は，ＧとＨであり，Ｅも，Ａの事務所に頻繁に出入りしていたことが認めら
れる。
  ２　本件争点に関する主要な直接証拠としては，Ｂ及びＥの各証言並びに「預り
金」と題する書面（甲３５）がある。
    　以下において，上記各証拠の信用性・証明力について検討する。
    　Ｂ及びＥの各証言の概要
      　証人Ｂ及び同Ｅは，上記争点に関し，次の要旨の供述をする。すなわち，
Ｅは，平成８年，Ｂから，数回に分けて現金合計１８５０万円を借り受け，その担
保の趣旨で，Ｅ所有の建物をＢに売却する旨の不動産売買契約書を作成した。Ｅ
は，宇部市ｍにマンション（以下「Ｉマンション」という。）を所有していたとこ
ろ，平成１３年３月１６日，これを第三者に代金９２００万円で売却することがで
きたので，その売却代金の中から，２０００万円を上記借入金の返済としてＢに支
払うこととした。借入金１８５０万円との差額である１５０万円は，利息やお礼の
趣旨を含んでいる。Ｅは，Ｂに電話をかけて，上記返済の件を話したところ，Ｂ
は，アパートの購入費用として被告人に預けたい旨述べた。そこで，ＥとＢは，同
月２７日にＡの事務所に行
って被告人に２０００万円を預けることとした。Ｅは，同日，金融機関から現金２
０００万円をおろした上，これを紙袋に入れてＡの事務所に持って行き，事務所に
いた被告人に対し，「これはＢのお金やから，後で姉ちゃんが来るけど，とりあえ
ず２０００万入ってる」などと伝えて渡した。間もなく，Ｂも上記事務所に到着し
て，被告人に対し，この２０００万円でアパートを購入してほしい旨依頼した。被
告人は，その際，同所で，「預り金」と題する書面を作成した。以上のとおりであ
る。
    　Ｂ及びＥの各証言の信用性について
      ア　Ｅが平成８年にＢから現金合計１８５０万円を借り受けたとの証言の信
用性
        ①　Ｂは，上記貸付は数回にわたって行ったと証言し，個々の貸付時期，
金額，その原資等についても証言する。
          　すなわち，弁護人がＢ及びＥの各証言に対する弾劾証拠として提出し



たＢの検察官に対する供述調書の写し（弁９）によれば，Ｂは，平成１４年１０月
１６日，検察官に対し，Ｅに対する上記貸付に関して，(a)平成８年３月１１日，郵
便局で簡易保険を担保として３２７万円を借り受け，これに手持ちの現金３万円を
加えた３３０万円をそのころ融通し，(b)同月２２日，Ｊの株式５００株を売却し
て，売却代金７５０万円余りを入手し，そのうちの７５０万円を同月２５日ころ融
通し，(c)同年５月２日に姉であるＫから返してもらった現金２００万円のうちの７
０万円とＬの株式を売却した代金のうちの１５０万円を合わせた現金２２０万円を
同月１０日ころ融通し，(d)同年９月２４日，Ｍ銀行で預金２９０万円を引き出し，
そのころ同金額を融通し
，(e)同年１２月１０日，Ｎ銀行で預金２６０万円を引き出し，そのころ同金額を融
通したと供述し，同調書末尾には上記供述の裏付けとして簡易保険証書，株式取引
証明書，預金受払額明細表等が添付されている。そして，Ｂは，本件第４回公判に
おいて，検察官からの質問に対しては，上記(a)の貸付について，同年３月１１日，
合計３４７万円を借りて，そのうちの３２７万円に手持ちの現金３万円を加えた３
３０万円をＥに貸したと証言（証人調書７１項等）し，上記(b)の貸付について，Ｊ
の株式の売却代金は，一部を他の株式の購入資金に当てており，現金として入手し
た約５６８万円をＥに融通したと証言（証人調書７５項等，３２０項以下）し，上
記(c)の貸付について，Ｌの株式の売却代金約１６０万円，Ｋから返してもらった現
金２００万円のうち
の９０万円及び既に工面していた現金１５０万円の合計４００万円を同年５月１０
日ころ融通（証人調書８４項以下）し，上記(d)及び(e)の各貸付については，上記
平成１４年１０月１６日付け供述調書のとおり証言し，さらに，残りの１２０万円
については，魚市場からもらった現金を渡した（証人調書１０３項）と証言する。
          　しかし，関係証拠によれば，上記(e)の貸付について，Ｂが平成８年１
２月１０日にＮ銀行で引き出した普通預金２６０万円のうち２００万円は定期預金
にされていることが認められ，２６０万円をＥに融通したとの証言は不自然である
が，Ｂは，この点について合理的な説明をすることができず（第４回公判証人調書
３３３項等，第１３回公判証人調書６６項以下），上記(c)の貸付に関し，Ｋに対す
る貸付金の原資について裏付けのある説明をすることができず（第４回公判証人調
書３４５項以下，第１３回公判証人調書３項以下），Ｌの株式の売却代金を融通し
たとの点については記憶が明確でないと証言（第１３回公判証人調書２１４項以
下）し，上記(d)の貸付についても，明確な証言をすることができない（第１３回公
判証人調書２２２項等）
。
          　上記のとおり，個々の貸付に関するＢの証言は，変遷するとともにあ
いまいであり，客観的事実と矛盾する部分もある。さらに，Ｂは，本件第１３回公
判においては，平成８年当時，遊漁船や漁業協同組合からの売上金を数百万円自宅
に現金で保管しており，この現金をＥに融通したこともある旨証言（証人調書２３
２項等）するとともに，遊漁船などからの現金収入については，税金の関係がある
からこれまで黙っていたと証言（証人調書１８７項等）するに至った。しかし，Ｂ
は，本件公訴事実において被害者とされ，その供述や証言が被告人の有罪・無罪を
左右する重要なものであることが明らかである上，ＢからＥへの貸付の有無が本件
における重要な争点とされていることも承知していたのであるから，その貸付の原
資について税金の関係
があるので黙っていたなどということは，にわかに信用することができない。ま
た，仮に上記の理由により黙っていたのであれば，それは，Ｂが，自らの利害によ
っては，宣誓して証人として供述する場合であっても，真実を述べないことがある
ことを意味するものである。したがって，Ｅに１８５０万円を貸したとの上記証言
は，その信用性に軽視できない疑問がある。
        ②　Ｂ及びＥは，現金１８５０万円の貸借を行ったので，その担保の趣旨
で，Ｅ所有の建物をＢに売却する旨の不動産売買契約書を作成した旨各証言するの
で，この点について検討する。
          　不動産売買契約書の写し（弁８）その他の関係証拠によれば，上記各
証言にいう契約書は，「不動産売買契約書」との表題が付された平成８年６月２０
日付け書面であり，宇部市ｎに所在する宅地及び居宅をＥがＢに売り渡す旨の記載
がなされているが，売買代金の記載はなく，上記金銭貸借の担保の趣旨で契約した
ことをうかがわせる記載もない。また，関係証拠によれば，上記不動産について，
ＥからＢへの売買に基づく所有権移転登記はなされていないことが認められる。そ



うすると，Ｂ及びＥの各証言のほかには，上記契約書の作成時期及び作成の趣旨を
裏付ける証拠はなく，上記契約書の存在及び記載内容がＢ及びＥの上記各証言の証
明力を高めるものとはいい難い。
        ③　したがって，Ｅが平成８年にＢから現金合計１８５０万円を借り受け
たとの上記各証言は，にわかに信用することができない。
      イ　平成１３年３月２７日，Ａの事務所において，Ｅが「これはＢのお金や
から，後で姉ちゃんが来るけど，とりあえず２０００万入ってる」などと伝えて被
告人に現金２０００万円を渡し，間もなく到着したＢがこの２０００万円でアパー
トを購入してほしい旨被告人に依頼したとの証言の信用性
        ①　関係証拠によれば，Ｅは，平成１３年３月１６日，所有していたＩマ
ンションを代金９２００万円で売却し，同月２７日，売買代金のうち現金２０００
万円を紙袋に入れてＡの事務所に持参し，これを被告人に渡したことが認められ
る。
        ②　上記現金授受等の具体的状況に関するＥ及びＢの各証言は，次のよう
なものである。
          　Ｅは，次のように証言する（第５回公判証人調書１３２項以下，第１
４回公判証人調書１１２項等）。現金を持ってＡの事務所に行ったとき，事務所内
には被告人とＯという男性がいた。Ｏは，少しして出て行った。事務員のＨは，い
なかった。Ｇは後から来たかもしれないが，やはりいなかったと思う。Ｅは，袋に
入ったままの現金を被告人の前の机の上に置き，被告人に対し，「これはＢのお金
やから，後で姉ちゃんが来るけど，とりあえず２０００万入ってる」とはっきり言
った。Ｂは，後から事務所に来て，被告人に対し，「もう漁師をやめにゃいけんか
ら，とにかく中古のアパートでええから買ってくれ」と言った。被告人は，Ｂに対
し，「Ｐはええから。家賃も，あそこだったら３万５０００は最低取れる。」など
と話した。ＥがＡの事
務所に大金を持って行って被告人に渡したことは，平成１３年３月２７日以外には
ない。以上のとおりである。
          　Ｂは，次のように証言する（第４回公判証人調書１３５項以下，５８
８項等）。Ａの事務所に行ったとき，事務所内にはＥと被告人だけがいた。被告人
は，事務所の奥の机の前に座っていた。机の上に紙袋があった。袋の中は確かめな
かったが，現金２０００万円が入っていると思った。アパートを買いたかったの
で，被告人に預けることとした。そのとき，Ｂは，被告人に対し，この２０００万
円でアパートを探して欲しい旨頼み，「早く安いアパートが欲しいね。Ｐが出ると
いいね。」と話した。被告人は，Ｂに対し，「早う見つけようね。」と言った。以
上のとおりである。
        ③　上記のとおり，被告人に現金２０００万円を渡した動機について，Ｅ
とＢは，Ｂがアパートを購入するためである旨一致して供述する。そして，関係証
拠（弁３３，弁３６の１・２，第８回公判被告人質問調書１６９項以下及び２０１
項以下など）によれば，上記供述に登場する「Ｐ」は，平成１３年３月当時，既に
倒産していた園芸業者であり，その敷地内に中古アパートがあったことが認められ
る。
          　しかし，Ｂは，本件第４回公判において，被告人に２０００万円を預
けた際，購入するアパートの価格は決めておらず，所在場所に関する希望等も伝え
ていなかった旨証言（Ｂ証人調書５４６項以下）するのであり，購入物件等の具体
的内容が決まっておらず，購入資金を預ける必要性が何ら存しない状況において，
２０００万円もの大金をアパートの購入資金として被告人に預けることは不自然と
の感を拭えない。
        ④　次に，Ａに事務員として勤務していた証人Ｇ及び同Ｈの各供述につい
て検討する。
          　証人Ｇは，次のように供述する。すなわち，平成１３年３月末ころ，
Ａの事務所にＨと二人でいたところ，Ｅが手に袋を持って来た。雑談のような感じ
で，Ｅから「２０００万円ある」，「姉に上げようと思ったけど，いらないと言わ
れた」といった趣旨の話を聞いた。その後，被告人が事務所にやって来た。Ｅと被
告人がどのような会話をしたかは覚えていない。その後，Ｅが事務所から出て行
き，被告人が袋を持って出て行った。Ｅが事務所に来てから出て行くまでの間に，
被告人のほかにはだれも事務所に来なかったと思う。同月は仕事が忙しく，Ａの事
務所には，必ず自分かＨのどちらかがいた。以上のとおりである。
          　次に，証人Ｈは，次のように供述する。すなわち，平成１３年３月当



時，平日には，Ａの事務所に毎日出勤していた。同月下旬，Ａの事務所にＧと二人
でいたところ，Ｅがやって来て，その後しばらくして被告人が来た。そのとき，机
の上に紙袋があり，Ｅは，被告人との会話の中で，お金を姉が受け取ってくれなか
ったというようなことを言っていた。紙袋の中には大金が入っていると思った。Ｅ
が事務所から出て行った後，被告人が紙袋をわきに抱えて事務所から出て行った。
その間に，他の者はだれも事務所に来なかった。以上のとおりである。
        ⑤　上記ＧとＨの各証言は，上記①のＥが現金２０００万円をＡの事務所
に持参した際の状況を述べるものである。そして，Ｅが紙袋を持って事務所にやっ
て来てから，被告人が紙袋を持って事務所を出て行くまでの間に，他のだれも事務
所に来なかったというのであり，この点において，事務所内にＥと被告人がいると
ころにＢが来たとのＢ及びＥの各証言と大きく食い違う。そこで，この点に関する
上記４名の各証言の信用性について検討する。
          　検察官は，(a)Ｇ及びＨは，被告人に雇用されていた人物であり，Ｇ
は，Ａの営業を受け継いでいる上，被告人は，Ｑ及びＲに偽証の働きかけをしてお
り，Ｇ及びＨは，被告人の弁解に沿う証言をしている疑いが極めて強く，(b)Ｇ及び
Ｈの証言内容は，２０００万円の受渡時刻やＥが「姉がこの金を受け取ってくれな
い」という話をした場面など基本的事実関係にそごがあり，同一場面を目撃した者
達の証言内容とは思えず，(c)Ｅが「姉がこの金を受け取ってくれない」という話を
したという点については，被告人は，聞いた覚えがないと供述しており，(d)Ｇは，
捜査段階において事情聴取を受けた際には，２０００万円の授受の機会に居合わせ
たことに全く触れていなかったのであり，Ｇ及びＨの各証言の信用性は低い旨主張
する。しかし，上記(a)に
ついては，Ｇ及びＨは，被告人が経営するＡに雇用されていた人物であり，関係証
拠によれば，Ｇは，被告人が本件により逮捕された後，Ａの営業を受け継いで行っ
ていることが認められるが，Ｇ及びＨが偽証罪により処罰される危険を冒してま
で，被告人のため虚偽の証言をするような関係にあったとは認められない。また，
上記両名が当公判廷で証言をした平成１５年５月当時，被告人は，勾留されていた
のであり，被告人が上記両名に対し，証言等に関して，直接又は間接に何らかの働
きかけを行ったことをうかがわせる証拠はない。また，証人Ｑの供述によれば，被
告人は，保釈によって同年６月６日に釈放された後，Ｑの内縁の夫であるＲに電話
をかけたことなどが認められるが，上記供述によっても，被告人がＱ又はＲに対
し，具体的な偽証の働き
かけをしたとは認め難い。したがって，Ｇ及びＨが，真実に反して，被告人の弁解
に沿う証言をしている疑いが強いとはいえない。上記(b)については，確かにＧ及び
Ｈの証言内容は，Ｅが「姉がこの金を受け取ってくれない」という趣旨の話をした
場面につき食い違いがあり，Ｅが事務所に来た時刻についても，Ｇは午前中だと思
う旨証言するのに対し，Ｈは午後だと思う旨証言する。しかし，両名の各証言は，
Ａの事務所に二人でいたところ，Ｅがやって来て，その後しばらくして被告人が来
たこと，Ｅは，大金が入っていると思われる紙袋を持って来たこと，事務所から
は，まず，Ｅが出て行き，その後，被告人が紙袋を持って出て行ったこと，その間
に，他の者はだれも事務所に来なかったこと，Ｅが「お金を姉が受け取ってくれな
かった」というような
ことを話すのを聞いたことなどの基本的事実関係にそごはない。両名の証言が２年
以上前の出来事を内容とするものであることに照らすと，上記のような食い違いが
あることをもって，その証言の信用性に疑問があるとはなし難い。上記(c)について
は，被告人は，Ｅから「姉がこの金を受け取ってくれない」という話を聞いたこと
はない旨供述している。確かに，この点は不自然というべきであるが，被告人の供
述には，この点のほかにも不自然な部分があり，被告人の供述と食い違うことをも
って，ＧとＨの各証言の信用性を直ちに否定するのは相当でない。上記(d)について
は，Ｇの警察官に対する平成１４年８月８日付け供述調書（甲７３）によれば，Ｇ
は，同日，警察官に対し，２０００万円の授受の機会に居合わせた旨供述しなかっ
たことが認められる
が，同日行われたＧに対する事情聴取の具体的状況は明らかでなく，上記供述調書
の記載内容がＧとＨの各証言の信用性を否定するものとはいえない。
          　ところで，上記のとおり，Ｂ及びＥの各証言は，本件公訴事実に対す
る重要な直接証拠であり，本件公訴事実が証明されるためには，上記各証言に十分
な証明力が認められることが必要であって，Ｇ及びＨの各証言の信用性は，これが
Ｂ及びＥの各証言の証明力を減殺するものか否かという観点から検討されなければ



ならない。そして，Ｇ及びＨの各証言は，上記のとおり，互いに食い違う部分や被
告人の供述と食い違う部分があり，さらに，Ｇは，平成１４年８月８日，警察官に
対し，２０００万円の授受の機会に居合わせた旨供述しなかったという事実も認め
られるから，その信用性に何らの疑問もないとはいい難い。しかし，上記両名は，
本件公訴事実に関しては第三者としての立場にある上，上記各証言は，基本的部分
において互いに一致し
，偽証等の働きかけを受けたことをうかがわせる証拠もないから，「Ｅが事務所に
来た後，被告人が事務所を出て行くまでの間に，他の者はだれも事務所に来なかっ
た」との証言について，その信用性をすべて否定することはできない。そうする
と，「事務所内にＥと被告人がいるところにＢが来た」とのＢ及びＥの各証言は，
上記Ｇ及びＨの各証言に照らして，その証明力に看過できない疑問があるといわざ
るを得ない。
    　「預り金」と題する書面（甲３５）の記載内容について
      　上記書面（以下「本件預かり証」という。）は，作成日付が「１３年３月
２７日」とされ，また，不動文字で「領収証」と記載された部分が線を引いて抹消
された上，「預り金」と訂正されている。宛名欄には「Ｂ」，金額欄には「２０，
０００，０００円」と各記載され，被告人名義の署名と押印がなされている。
    　本件預かり証の証明力について
      ア　本件預かり証は，その記載内容からすると，被告人がＢから２０００万
円を預かったことを証するため平成１３年３月２７日に作成されたというものであ
り，本件における重要な直接証拠ということができる。そして，被告人は，本件預
かり証に署名・押印したことを認めている。
      イ　ところで，本件預かり証を作成した時期と場所について，証人Ｂ及び同
Ｅは，被告人に対し現金２０００万円を渡した際，被告人がＡの事務所で作成した
ものであると供述し，一方，被告人は，現金２０００万円を受け取ってから１週間
くらい後にＥの自宅で作成したと供述する。
        　そこで，上記作成時期等について検討すると，関係証拠によれば，本件
預かり証は，領収証用紙の表題を訂正したものであるところ，Ａの事務所で日常的
に使用する領収証用紙を使用したものではなく，Ｅが用意したものであること，Ａ
の事務所には，顧客らとの間で現金の授受がなされた際に交付する書面として，領
収証のほかに「預り証」と題する書面（弁３７）が置かれていたことが認められ
る。上記事実によれば，被告人がＡの事務所で本件預かり証を作成したのであれ
ば，なぜ同事務所に備え置かれた用紙を使わなかったのか，同事務所には顧客らか
ら現金を預かった際に使用する「預り証」と題する書面が置かれていたのに，なぜ
わざわざ領収証用紙の表題を訂正して使用したのかとの疑問が生ずる。特に，Ｂ及
びＥが証言するように，ア
パートの購入資金として現金を預けたのであれば，不動産取引業等を行うＡの本来
の業務に関してその事務所で行われた現金授受であるから，業務上使用する書面を
使用しなかったことの疑問は小さくない。ところが，Ｂ及びＥの各証言において，
上記各疑問を解消するに足る供述はなされていない。また，関係証拠によれば，本
件預かり証は，平成１４年３月ころまで，Ｅが所持していたことが認められるとこ
ろ，その理由について，証人Ｅは，Ｂが本件預かり証を忘れて帰ったので，自分が
保管していたと供述するが，本件預かり証が真実Ｂのために作成されたものであ
り，これをＢが忘れて帰ったのであれば，その後，長期間にわたってＥがＢに渡さ
なかったことは，やはり疑問というほかない。他方，被告人は，現金授受の１週間
くらい後に，Ｅの自宅
で本件預かり証を作成し，これをＥに渡した旨供述するとともに，宛名をＢとした
ことについては，Ｂ宛てにするようＥから頼まれたので，同人らが姉妹だからあま
り考えずにそう書いた旨供述する。被告人の上記供述は，宛名をＢとした理由につ
いては，直ちに納得できるものではないが，本件預かり証の用紙がＡの事務所に備
え置かれたものではないこと，本件預かり証をＥが所持していたことという事実に
は，よく符合するものである。
      ウ　以上の検討結果によれば，本件預かり証の作成時期や作成の経緯等に関
するＢ及びＥの各証言には疑問があり，ひいては，本件預かり証の記載内容に従っ
て被告人がＢから現金２０００万円を預かったと認定することにもちゅうちょせざ
るを得ない。
  ３　被告人の供述には，上記のとおり，本件預かり証の宛名をＢとした理由につ
いて，直ちに納得し難い点があり，また，Ｅから「姉がこの金を受け取ってくれな



い」という話を聞いたことはない旨供述している点において，Ｇ及びＨの各証言と
食い違うのであり，被告人の供述には，そのほかにも不自然な部分が散見される。
しかし，被告人は，捜査段階から一貫して，Ｅから，これでもうけて返してくれな
どと言われて２０００万円を預かった旨供述し，本件争点に関する本件公訴事実を
否認している。
    　そして，本件争点に関する主要な直接証拠であるＢ及びＥの各証言並びに本
件預かり証の各信用性等については，上記のとおり，看過することができない疑問
があるから，被告人の供述に不自然な部分が散見されることを併せ考慮しても，現
金２０００万円について，被告人がＢから中古アパートの購入資金として預かった
ものと認めるには合理的な疑問が存するというべきである。そうすると，結局，本
件公訴事実については犯罪の証明がないことになるから，刑事訴訟法３３６条によ
り被告人に対し無罪の言渡しをする。
    　よって，主文のとおり判決する。
（検察官下瀬寿，主任弁護人山元浩，弁護人近本佐知子各出席）
    平成１５年１２月５日
  　　　　　山口地方裁判所宇部支部
  
  　　　　　　　　　　　裁　判　官　　　古　　　賀　　　輝　　　郎


